










（ 続紙 １ ）                             






















































































































議論水準を高めた重要な論文と思われる。   
以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
また、平成31年2月1日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った
結果合格と認めた。 
 なお、本論文は、京都大学学位規程第１４条第２項に該当するものと判断し、公
表に際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認め
る。 
 
 
 
